
静岡県の「国家戦略特区」への提案 

                    (特区のエリア：静岡県の全域) 

項 目 名 グローバル人材育成のための医科系大学・大学院の設置 

提案のニーズや背景 

１ 医療施設に従事する医師の不足 

・ 本県の人口 10 万人当たり医師数は 182.8 人で、全国平均 219.0

人と比較すると著しく低く（全国順位：40 位）、深刻な医師不足の状

況にあり、特に産婦人科、小児科、麻酔科、内科等の診療科は、

医療提供に影響が生じている地域もある。 

・ 県内医療を支える、高度で専門的な医師の確保は喫緊の課題で

ある。 

２ 医療機器の輸入超過 

・ 平成 23 年のわが国の医療機器の生産額は 1 兆 8,085 億円で、そ

のうち 4,809 億円が輸出されている。 

・ 一方、医療機器の輸入金額は 1 兆 584 億円であり、輸出入差額

（貿易収支）は、5,775 億円の赤字である。 

・ 本県は、医療機器生産金額が全国１位（3,449 億円、全国比

19.1%）であり、国産化の促進により成長が期待される。 

３ 日本を訪れる外国人の増加 

・ 日本再興戦略の推進を通じて、海外から日本への投資の増加が

見込まれる中、日本を訪れる外国人の増加が期待される。 

・ 在住外国人の増加に対応するため、その生活基盤の整備が急が

れるが、医療提供環境の整備は進んでいない。 

４ 日本人の内向き傾向 

・ 日本から海外への留学生数は、平成 16 年の 82,945 人をピークに

減少し、平成 22 年には 58,060 人まで低下している。 

・ 海外の優れた技術・知識を習得し、日本の社会経済の発展に寄与

するグローバルな人材の育成が必要である。 

具体的なプロジェクト

の内容 

医科大学又は医科系大学院を本県に設置（誘致）し、県内の医療

現場に従事する医師や新しい治療法等を研究・開発する研究者を育

成するとともに、附属病院において、より高度で専門的な医療を提供

する。 

①教育：高度で専門的な医師の育成 

・ 医科大学又は医科系大学院を設置し、地域医療を担う医師を育成

する。 

・ 海外の医療支援活動への参加を通じて、国際貢献ができる日本人

医師を育成する。現在、海外の支援活動を行うためには、休学又

は休職（退学又は退職）せざるを得ない状況を踏まえ、海外での支

援活動を「単位」として認定するほか、渡航前の語学教育を充実

し、その活動を積極的に支援する。また、特に、大学院生について



は、活動中の経済的支援（奨学金、授業料減免等）を行い、海外

での支援活動をしやすい環境を整備する。 

・ 海外の留学生（医師）を積極的に受入れ、教育を行うため、留学生

枠を設定し、奨学金制度を用意するほか、臨床修練制度を活用

し、研修の一環として医療行為を認める。 

②研究：新しい治療法、医療機器等の研究・開発 

・ 研究者・指導者を国内外から招聘する。 

・ 海外の大学・病院との提携の下、海外の優れた技術を取り入れ、

共同研究・開発を進める。 

・ 日本の医療機器等の普及を図るため、海外留学生に日本の医療

機器等を経験させ、帰国後の本国での導入を促進する。 

・ 医療機器・医薬品開発企業等と連携し、機器等の共同研究・開発

を進める環境を整備する。 

③還元：高度で専門的な医療の提供 

・ 臨床研究及び教育を行うため附属病院を新設するが、周辺診療所

との病診連携を進めるとともに、他の医療機関への医師派遣等を

行い、地域医療の中核的な役割を果たす。 

・ 附属病院において、在住外国人患者の診療に対応するため、JCI

（国際合同委員会＝米国の国際的な病院品質の認証機関）の認

証を取得するとともに、医師はもちろんのこと病院全体の多言語化

を進め、併せて、将来的な医療ツーリズム導入に向けた環境を整

備する。 

想定される実施主体 静岡県、私立医科大学（学校法人） 

実施のために必要な

規制改革等事項 

○医学部新設の規制緩和 

医学部（医科大学）の新設を認める。 

【該当法令等】大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の設置等

に係る認可の基準（H15.3.31 文部科学省告示第 45 号）第 1 条 

○臨床修練制度の緩和 

臨床修練制度（日本の医師免許を有さない外国人医師でも、一定

の要件の下、医療行為を認める制度）の許可期間を現行の「2 年以

内」から大学院在学期間の 4 年まで延長する。 

【該当法令】外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第十七条等の

特例等に関する法律（S62.5.26 法律第 29 号）第 3 条第 5 項 

○医科大学・医科系大学院附属病院の病床規制の緩和 

新設する医科大学又は医科系大学院の附属病院に限り、特例とし

て必要数の病床設置を認める。 

【該当法令】医療法（S23.7.30 法律第 205 号）第 30 条の４ 

日本経済再生に向け

た効果 

＜日本産業再興プラン＞ 

２ 雇用制度改革・人材力の強化 

 ⑦グローバル化等に対応する人材力の強化 

 ⑧高度外国人材の活用 



＜戦略市場創造プラン＞ 

１ 国民の「健康寿命」の延伸 

 ②医療関連産業の活性化により、必要な世界最先端の医療等が受

けられる社会 

 ③病気やけがをしても、良質な医療・介護へのアクセスにより、早く社

会に復帰できる社会（医療提供体制の強化） 
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＜規制改革＞ 

＜医科系大学・大学院＞ 

 
 
 
 
 
 
                医師供給      新治療法等 
 

    ＜附属病院＞ 

＜研究＞ 

新しい治療法の開発 
医療機器・医薬品の研究開発 

海外の大学・病院との共同研究 

＜教育＞ 

地域医療を担う医師の育成 
海外で活躍するグローバル人材の育成 

海外留学生（医師）の受入れ 

＜還元＞ 

地域医療の中核 在住外国人患者の診療 

＜海外の大学・病院＞ 

日本の大学等との医療交流 
医療機器等 

開発企業 

・地域医療の確保 
・優秀な海外留学生

（医師）の活用 
 
県内全体の医療 

水準の向上 

・在住外国人への医

療提供環境の整

備 
 
医療ツーリズム 

導入に向けた基盤

の整備 

・日本人留学生

の増加 
 
海外の優れた 

知識・技術の 

導入 

・医療機器等の研究

開発 
・留学生が日本の機

器等を経験 
 
日本の医療機器等 

生産拡大 

＜背景＞ 

①医師不足、地域医療の確保が困難    ②医療機器の輸入超過 
③日本を訪れる外国人の増加       ④日本人の内向き傾向 

医学部新設の規制緩和 臨床修練制度の緩和 附属病院の病床規制の緩和
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